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環 境 創 出 協 定
～豊かで快適な環境を創出するための協定書～

ミズノ テクニクス株式会社（岐阜県養老郡養老町高田３０７－５、以下「甲」という。）

は、地域的な環境及び地球的規模の環境について、保全するだけでなく、さらに豊かで快

適な環境の創出を目的とし、より一層の環境負荷の削減を目指すために遵守すべきこと及

び目標とすべきことを定め、養老町長（以下「乙」という。）及び岐阜県西濃振興局長（以

下「丙」という。）は、その内容が適切であると確認したので、次のとおり三者により本

協定を締結する。

第１章 総則

（基本原則）

第１条 甲、乙及び丙（以下「三者」という。）は、原則として、甲の事業活動による環

境への負荷に関する情報を公開する。

（用語の定義）

第２条 この協定で使用する用語は、次の各号に定めるほか、公害関連法令において使用

する例による。

一 「環境創出」とは、典型７公害（大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染、騒音、振

動、地盤の沈下及び悪臭をいう。）の防止のみならず、地球環境も含めたすべての環

境への負荷を一層軽減させることによって、豊かで快適な環境を保全し、さらに創出

することをいう。

二 「使用等化学物質」とは、甲が事業活動に伴って使用又は発生する元素又は化合物

であって次に掲げるものをいう。

イ 化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律に定める、第１種監視化学物質、

第２種特定化学物質、第２種監視化学物質

ロ 特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律に定

める第１種指定化学物質及び第２種指定化学物質

ハ 毒物及び劇物取締法に定める毒物及び劇物

ニ 消防法に定める危険物

ホ 農薬取締法に定める農薬

ヘ 労働安全衛生法に定める名称等を表示すべき有害物及び名称等を通知すべき有害

物

ト その他、魚類等の水生生物に対し相当の毒性を有する化学物質

三 「排出物質濃度等」とは、事業活動に伴って大気、公共用水域、土壌等の環境中に

排出される元素若しくは化合物の濃度又はそれらの濃度に代わって指標として用いら

れる水素イオン濃度指数、生物化学的酸素要求量等の項目をいう。

（性格等）

第３条 この協定は、甲の意思に基づき締結するものであり、その性格は、次の各号のと

おりとする。

一 甲が自主的に目標を定めて環境創出に取り組むことを地域住民に明らかにするもの

であること。
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二 乙及び丙が甲に対して一方的に過大な責務を要求するためのものでないこと。

三 次条に規定する維持管理目標値及び将来目標値は、甲ができる限りの努力をもって

達成し、及び維持するものであって、規制値のような強制力を持つものではないこと。

２ この協定における乙及び丙の役割は、岐阜県環境基本条例第６条及び第７条の規定に

基づき、公害の防止、大気、水、土壌等の良好な状態の保持、資源の循環的な利用の促

進、地球環境の保全等によって豊かで快適な環境が保全され、及び創出されるよう、連

携して甲に適切な環境保全活動を促し、かつ、その実施状況を注視することにある。

第２章 地域の豊かで快適な環境の保全及び創出のための取組

（公害防止対策）

第４条 甲は、甲の設置する事業場に適用される次の各号に掲げる公害関連法令に基づく

規制基準を遵守するために維持管理目標値を定める。

一 大気汚染防止法

二 水質汚濁防止法

三 騒音規制法

四 悪臭防止法

五 廃棄物の処理及び清掃に関する法律

六 岐阜県公害防止条例

七 岐阜県廃棄物の適正処理等に関する条例

２ 甲は、前項に規定する維持管理目標値を設定した項目について、環境への負荷をさら

に軽減させる必要があると思われるものについて軽減到達目標である将来目標値及びそ

の到達目標年を定める。

３ 甲は、前２項に定める目標値の到達状況を確認するため、定期的に自主検査を行う。

（使用等化学物質等による環境汚染防止及び事故発生防止の対策）

第５条 甲は、使用等化学物質により公共用水域又は地下水若しくは土壌において、健康

項目（カドミウムその他の人の健康に係る被害を生ずるおそれがある水質汚濁防止法施

行令第２条各号に掲げる物質に関する検査項目をいう。以下同じ。）に関する汚染が生

じないよう、平成１３年４月に岐阜県が定めた「有害物質使用事業者のための自主管理

マニュアル」（以下「有害物質自主管理マニュアル」という。）に基づき、自主管理の

徹底を図らなければならない。

２ 甲は、使用等化学物質及びそれを含有する廃棄物が事業場外に飛散、流出又は地下浸

透しないよう、関連法令に基づく適正な管理を遵守するとともに、有害物質自主管理マ

ニュアルの規定に準じて事故発生の未然防止に万全の対策を講じなければならない。

３ 甲は、事故が発生した場合における環境への汚染を最小にとどめるため、必要な汚染

拡大防止機材等をあらかじめ整備するとともに、事故防止体制（事故対応マニュアルの

作成を含む。）を整備しなければならない。

４ 甲は、事業場の地下水流向下流側に観測井を設置し、健康項目のうち使用等化学物質

に関係する項目について、定期的に地下水の自主検査を行い、地下水を汚染していない

ことを確認しなければならない。

（化学物質対策）

第６条 甲は、使用等化学物質及びそれ以外の事業活動に使用するすべての化学物質につ

いて、次の各号に掲げることを行うことにより、その使用、管理等の適正化を図る。

一 ＭＳＤＳ（Material Safety Data Sheet、特定化学物質の環境への排出量の把握等及び

管理の改善の促進に関する法律第１４条の規定に基づく情報をいう。）、それと類似

の情報又は文献若しくはインターネット等による情報により、人への毒性及び魚類等

の水生生物に対する毒性等のデータを集積すること。
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二 使用等化学物質の使用の合理化を進めるとともに、環境への負荷量の削減に努める

こと。

三 環境ホルモンの疑いのある化学物質（環境省が平成１０年５月に策定した「外因性

内分泌攪乱化学物質問題への環境庁の対応方針について～環境ホルモン戦略計画

ＳＰＥＥＤ'９８～」において示している外因性内分泌攪乱化学物質である疑いのある

化学物質をいう。）の使用について特段の配慮を行うこと。

四 使用等化学物質の使用、管理等について、地域住民に対するリスクコミュニケーシ

ョンを行うよう努めること。

（廃棄物の減量対策）

第７条 甲は、循環型社会形成推進基本法に規定する循環資源の循環的利用の基本原則に

基づき、次の各号に掲げる３Ｒ（Reduce（減量）、Reuse（再使用）、Recycle（再生利

用））対策等を推進するとともに、これらの対策を講じてもなお発生した廃棄物につい

ては、廃棄物に関する法令に基づき適正に処理しなければならない。

一 循環型製品の製造、販売

二 廃棄物の発生量の削減

三 循環資源の再使用及び再生利用

四 再使用及び再生利用のための研究開発

（自動車排出ガス対策）

第８条 甲は、事業活動に使用する輸送用貨物自動車に関して、自動車排出ガスによる大

気汚染（特に窒素酸化物（ＮＯx）及び粒子状物質（ＰＭ）による汚染をいう。）の防止

のため、ディーゼル車からエコカー（電気自動車、天然ガス自動車、ハイブリッド自動

車、メタノール自動車、低排出ガスかつ低燃費車、ＬＰＧ自動車及び燃料電池車をいう。

以下同じ。）又はガソリン車への転換を検討し、可能な限りその実践に努める。

２ 甲は、その事業活動に関連して使用する自動車の運行（従業員の通勤を含む。）にお

けるアイドリングストップ運動を推進する。

（水循環の促進）

第９条 甲は、水循環を促進するため、次の各号に定める対策に努める。

一 地下水揚水量の削減

二 使用水（冷却用水等）の循環利用

三 地下水涵養のための雨水の地下浸透

第３章 地球環境の保全のための対策

（温室効果ガスの排出抑制対策）

第１０条 甲は、地球環境保全対策を推進するため、特定製品に係るフロン類の回収及び

破壊の実施の確保等に関する法律（以下「フロン回収破壊法」という。）の規定を遵守

するとともに、地球温暖化対策の推進に関する法律第５条の規定により、特に次の各号

に掲げることに留意しながら温室効果ガス（同法第２条各号に規定する物質をいう。）

の排出の抑制等に努める。

一 事業場において使用している空調機器及び冷蔵・冷凍機器を修繕又は廃棄する場合

には、フロン回収破壊法第４条の規定により、フロン類について排出抑制の措置又は

適正かつ確実に回収され、及び破壊されるために必要な措置を講ずること。

二 事業活動に伴って使用した自動車を廃棄する場合に関して、前号と同様の措置を講

ずること。

三 植物による二酸化炭素の吸収作用の促進のため、大気環境木（平成７年に岐阜県が

定めた、３５種の大気浄化能力に優れた大気環境推奨木及び１２種の大気汚染の目安
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となる大気環境指標木をいう。）を中心とした事業場内の緑化推進に努めること。

四 冷暖房の設定温度を控え目にする等により電気使用量の節減を推進すること及び太

陽光発電設備の導入、電気機器の省電力型への転換、コージェネレーション設備（自

家発電設備において、発電と同時に発生した排熱も利用して、給湯・暖房などを行う

エネルギー供給システムをいう。）の導入等を検討し、推進すること。

五 生産工程等において発生する熱の活用を推進すること。

六 事業場内作業車両のバッテリー式への転換、事業活動に使用する自動車のエコカー

への転換等の措置を検討し、推進すること。

（酸性雨対策）

第１１条 甲は、ばい煙発生施設から排出されるばい煙が酸性雨の一因となっていること

を考慮し、低公害燃料への転換、燃焼条件の改善等により、硫黄酸化物、窒素酸化物、

塩化水素等の一層の抑制に努める。

（グリーン購入等の推進）

第１２条 甲は、グリーン購入及びグリーン調達に努める。

（ＩＳＯ１４００１の認証取得等）

第１３条 甲は、１９９７年６月に審査登録されたＩＳＯ１４００１、２０００年１１月

に登録された岐阜県環境配慮事業所の登録の維持に努める。

第４章 事故発生時等の措置

（水質事故発生時の措置）

第１４条 甲は、事故等が発生し、公共用水域又は地下水若しくは土壌が使用等化学物質

により汚染又は汚濁されるおそれが生じた場合は、次により対応しなければならない。

一 甲は、速やかに乙及び丙に事故の概要及び第６条第１項に定める情報を通報するこ

と。この場合において、当該使用等化学物質のうち第２条第２号イからヘまでの物質

については、該当法令を所管する機関へも同時に通報すること。

二 当該事故に関し、水質汚濁法及び第２条第２項イからヘまでに掲げる法律に基づき、

適正に措置するとともに、当該事故が、公共用水域におけるものである場合には、水

質汚濁防止法に基づく水質汚濁事故処理に関する要綱に基づく必要な措置等を実施す

ること。

三 前号に定める措置に関しては、汚染又は汚濁の拡大を防止することを最優先とする

こと。

四 甲は、当該事故の原因、当該事故による環境への影響を解消するために講じた緊急

措置、事故再発防止のために講じる恒久対策等について、第１号により事故発生時に

通報した機関へ速やかに報告すること。

２ 甲は、当該事故に関し、乙若しくは丙又は地域住民から地域住民に対する説明会を行

うよう求められた場合は、その求めに応じなければならない。

（その他の事故発生時の措置）

第１５条 甲は、前条に定める事故以外の環境に負荷を与える事故等が発生した場合は、

速やかに乙及び丙に通報し、緊急の措置等について協議するものとする。

（土壌汚染又は地下水汚染の判明時の措置）

第１６条 甲は、土壌又は地下水について健康項目に係る汚染が判明した場合は、速やか

に乙及び丙に通報しなければならない。

２ 甲は、当該汚染が自己の責任によるものであるときは、丙の指導に基づいて、土壌汚



5

染対策法及び水質汚濁防止法並びに岐阜県地下水の適正管理及び汚染対策に関する要綱

に基づく必要な調査及び措置を実施しなければならない。

３ 甲は、当該汚染が自己の責任によるものであるときは、当該汚染の開始時期、原因、

前項に規定する調査の結果及び講ずる措置について、速やかに乙及び丙に報告するとと

もに、地域住民に説明しなければならない。

（事故に関する公表）

第１７条 甲は、前３条に定める事故等が発生又は判明した場合においては、乙及び丙並

びに養老消防本部が当該事故等の内容等を報道機関等に連絡又は公表することについて

承諾する。

第４章の２ 特長的な環境創出活動

（特長的な環境創出活動）

第１７条の２ 甲は、第４条から前条までに掲げる環境創出活動以外に、次の特長的か

つ先進的な環境創出活動を行う。

一 ゼロエミッションの推進

二 ＭＳＤＳ情報のデータベース化、社内公開

第５章 行動計画の作成及び達成状況の評価並びに情報の公開

（行動計画の作成）

第１８条 甲は、環境創出に関する企業理念を明確にし、甲の従業員に周知徹底する。

２ 甲は、協定締結後の環境創出活動を推進するための次の各号に掲げる事項を記載した

「環境創出に関する行動計画」（以下「行動計画」という。）を作成し、協定書に添付

する。

一 第４条に定める維持管理目標値及び将来目標値並びにそれらの達成目標年及び達成

のための具体的な方策

二 第４条第３項に定める自主検査の計画

三 第７条に定める廃棄物対策、第１０条に定める温室効果ガス排出抑制対策及び第

１２条に定めるグリーン購入に関する具体的な内容（数年後の目標値が設定可能な項

目について、その目標値及び達成目標年を含む。）

四 その他の環境創出に関する対策

３ 甲は、前２項の事務を的確に推進するため、総括的に統轄できる役職にある者から、

環境総括責任者を選任する。

４ 甲は、行動計画を電子媒体により乙及び丙に提出するとともに、甲のウェブサイトに

おいて公開する。

（達成状況の評価）

第１９条 甲は、行動計画に基づき環境創出活動を推進し、定期的にその進捗状況を把握

し、達成状況の評価を行う。

２ 甲は、前項に定める評価の結果、必要に応じて、行動計画の目標値、その達成期間等

の改定を行うことができる。ただし、十分な努力がなされていない場合はこの限りでな

い。

３ 前条第４項の規定は、甲が前項の規定により行動計画を改定したときについて準用す

る。

（情報の公開）

第２０条 甲は、前条に規定する評価に関し、毎年度末の状況について環境創出活動報告
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書を作成する。

２ 第１８条第４項の規定は、甲が前項に規定する環境創出活動報告書を作成したときに

ついて準用する。

３ 乙及び丙は、甲から提出された行動計画（前条の規定により改定された行動計画を含

む。）を、それぞれの広報媒体（広報誌及びインターネットのウェブサイト等）におい

て公開することができる。

第６章 地域における関係者との協働

（地域環境保全活動の推進）

第２１条 甲は、事業場周辺の良好な景観の保持及び環境美化を推進し、乙及び地域住民

が行う地域環境美化活動に積極的に参加するよう努める。

２ 甲は、地域住民（地域の市民団体を含む。）が実施する事業場周辺に関する自然環境

の状況調査等の自然環境保全活動を協動して行うよう努める。

（環境学習への支援）

第２２条 甲は、自らの環境創出活動の取組状況を積極的にＰＲするとともに、工場見学

の受入れ等、地域内の小中学生等を対象とした環境学習を支援する。

第７章 雑則

（立入調査等）

第２３条 乙及び丙は、この協定の遵守状況等について甲に報告を求めることができる。

２ 甲は、乙及び丙が、第４条第１項各号に規定する公害関連法令に基づく立入及び調査

に関する権限を有していない場合においても、この協定の目的を達成するために必要な

限度において乙又は丙の職員に甲の事業場に立入りさせ、及び調査させることについて

積極的に協力する。

（苦情等への対応）

第２４条 三者は、甲の事業場について地域住民等から環境保全に関する苦情等を受けた

場合は、相互に報告又は連絡し、甲は、迅速に、かつ、誠意をもってその解決に当たら

なければならない。

２ 甲は、前項に規定する苦情等に関する調査結果及び対応策並びに苦情申立者への説明

の結果等について、逐次、苦情等に関する公害関連法令の権限に応じて乙若しくは丙に、

又は必要に応じて両者に報告しなければならない。

（地位の承継）

第２５条 乙の市町村において市町村合併が行われた場合にあっては、合併後の市町村の

長が、この協定に定める乙の地位を承継する。

２ 甲は、甲の事業場を第三者に譲渡するときは、この協定に定める甲の地位を譲受者に

承継させなければならない。

３ 承継者及び前項の規定による被承継者たる甲は、承継があった旨を速やかに乙及び丙

に報告しなければならない。

（疑義等の解決）

第２６条 三者は、この協定に定める事項に関して、疑義を生じたとき又は変更しようと

するときは、三者で協議し、解決する。

（有効期間）
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第２７条 この協定の有効期間は協定締結の日から３年間とする。

２ 三者がこの協定の内容を変更することなく協定の更新について合意した場合において

は、三者は、それぞれが保管する本協定書末尾の協定締結更新履歴欄に協定締結更新日

を記載することによりこの協定を更新することができる。

３ 甲は、前項に規定する協定の更新を行おうとするときは、新たな行動計画を作成し、

印刷物及び電子媒体により乙及び丙に提出する。

附 則

この協定の締結をもって、昭和５４年２月１４日付けで甲と乙との間で締結された「公

害防止協定書」は廃止する。

平成２０年３月２５日

甲 ミズノ テクニクス株式会社 代表取締役社長

（ 樋口 良司 印 ）

乙 岐阜県養老郡養老町長

（ 稲葉 貞二 印 ）

丙 岐阜県西濃振興局長

（ 豊田 良則 印 ）

協定締結更新履歴

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日
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環境創出に関する行動計画書 （平成２１年２月２日改訂）

１ 環境創出協定第４条に基づく維持管理目標値及び将来目標値等

注：法令が適用されない項目等に

関しては、「－」を記入する。

法令に基

づく規制基

準

維持管理

目標値

将来目標値

（目標年：平

成２３年）

自主検査の

頻度

大気汚染

（排出ガス）

硫黄酸化物(LPG)
窒素酸化物(LPG)
ばいじん(LPG)

0.19Nｍ/h

150PPM

0.10g/Nｍ

0.02Nｍ/h

80 PPM

0.02g/Nｍ

0.01Nｍ/h

70 PPM

0.01g/Nｍ

※１

2回/年

※２

水質汚濁（公共

下水道へ排水）

水素ｲｵﾝ濃度(pH) 
生物化学的酸素要

求量(BOD) 
浮遊物質量(SS) 
n-ﾍｷｻﾝ抽出物質含

量(動植物油脂類)
温度

5～9未満

300mg/L未満

300mg/L未満

30mg/L未満

45℃未満

6.0～8.0

100mg/L未満

100mg/L未満

20mg/L未満

25℃未満

6.3～7.7未満

80mg/L未満

50mg/L未満

15mg/L未満

20℃未満

２回/年

騒音 騒音の大きさ 朝･夕60db

昼間 65db

夜間 50db

－

65db

－

－

62db

－
2回/年

廃業廃棄物 ｾﾞﾛｴﾐｼｮﾝ活動

(ﾘｻｲｸﾙ率)
産廃発生量

－

－

98%以上

335.5t以下

99%以上

300t未満

－

－
※１ 燃料の成分分析結果より、燃焼ガス中の硫黄酸化物量を求めることとする。

※２ 平成２４年に測定する。

２ 上記の目標値を達成させるための具体的な方策

(1) 大気汚染

冷暖房には、ＬＰガス又は電力を使用する。

(2) 水質汚濁

① 工場廃水は全て公共下水道に排出し、有害物質の河川への流出及び地下浸透が発生しないよう日常

管理に努める。

② 排水処理設備の適正な維持管理に努める。

(3) 騒音

騒音特定施設を適正に維持管理するとともに、事業場内の配置を考慮する。

(4) 産業廃棄物

不良低減活動により廃棄物の発生を極力抑制し、包装材料等のマテリアルリサイクルを推進する。

３ 温室効果ガス排出抑制対策

(1) 緑化の推進

工場内に大気環境木等の樹木を育成し、常に維持管理する。

(2) 電気使用量の削減

① デマンド制御（最大使用電力制御装置）により、電力の使用を抑制する。

② 製造設備は、積極的に省エネ設備を採用する。

(3)作業車両及び自動車の対策

社内で使用するフォークリフトの燃料にはＬＰガス又は電気を使用し、社用車はエコカーを優先的に購

入する。

４ グリーン購入に関する具体的な内容

コピー紙等、可能な範囲で環境に配慮した商品を優先的に購入する。

５ その他の環境創出に関する対策

① ＩＳＯ１４００１を維持し、継続して環境保全，環境改善に取り組む。 
② 毎月、工場周辺の清掃活動を実施する。


